産休等代替職員費補助金交付要綱

（通　則）

第１条　産休等代替職員費補助金については、予算の範囲内において交付するものとし、
大阪府補助金交付規則（昭和45年大阪府規則第85号）の規定によるほか、この交付要
綱の定めるところによる。

（交付の目的）

第２条　この補助金は、児童福祉施設等の職員が出産または傷病のため、長期間にわたっ
て継続する休暇を必要とする場合、その職員の職務を行わせるための産休等代替職員を
当該児童福祉施設等の長が臨時的に任用等し、府がその所要経費に対して補助すること
とし、もって職員の母体の保護または専心療養の保障を図りつつ、施設における児童等
の処遇を確保することを目的とする。

（交付の対象）

第３条　この補助金は、「産休等代替職員制度実施要綱」（以下「実施要綱」という。）に
基づいて行う産休等代替職員制度事業を交付の対象とする。

（交付額の算定方法）

第４条　この補助金の交付額は、次により算出するものとする。
(1)　個々の産休等代替職員について、次の表の第１欄に定める基準額と、第２欄に定　める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。

　(2)　(1)により選定された額の合算額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除し
た額とを比較して少ない方の額を交付額とする。

	１　　　基　　準　　額
	２　　　対　象　経　費

	次の1及び２により算出した額

１　産休代替職員費

　　　（１人１日当り単価）
　　　　　6,070円×勤務日数
２　病休代替職員費

　　　（１人１日当り単価）

　　　　　6,070円×勤務日数

　（注：１及び２の勤務日数は知事が任用
等を承認した職員が、その期間の
範囲内において児童福祉施設等
に勤務した日数であること）
	　　産休等代替職員に対して児童福祉施設
等の長が支出する賃金等
（ただし、その期間は知事が任用等の承
認をした範囲とする。なお、労働者派遣

契約による場合にあっては、就業規則等

により当該産休等職員の勤務を要する日

数の範囲内とする。）


（交付の条件）

第５条　この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

(1)　補助事業の内容の変更をする場合においては知事の承認を受けなければならない。

(2)　事業を中止し、または廃止する場合には、知事の承認を受けなければならな　い。

(3)　補助金の交付決定を受けてから交付確定を受けるまでの間に、下記各号のいずれ かに該当することとなった場合には、該当事項届出書（様式第12号）により、速やかに知事に届出を行い、その指示を受けなければならない。
①　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する「暴力団」をいう。）

②　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する「暴力団員」をいう。）

③　暴力団密接関係者（大阪府暴力団排除条例第２条第４号に規定する「暴力団密接関係者」をいう。）

④　法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から１年を経過しない者
⑤　公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第49条に規定する排除措置命令又は同法第62条第１項に規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した日又はその納付が完了した日から１年を経過しない者
（申請手続）

第６条　この補助金の交付の申請は、別紙様式第１号による申請書に市町村は別紙様式
第２号及び様式第３号、事業者は様式第１号、様式第２号、様式第３号、様式第４号
及び様式第５号による必要書類を添付して別に通知する日までに知事に提出して行う
ものとする。

（変更申請手続）

第７条　この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申
請等を行う場合には、第６条に定める申請手続に従い行うものとする。

（実績報告）

第８条　この補助金の事業実績報告は、別紙様式第６号による報告書に別紙様式第７号、
様式第８号、様式第９号、様式第10号及び様式第11号による必要書類を添付して、別
に通知する日までに知事に提出して行わなければならない。

（書類の保管）

第９条　この補助金と事業にかかる交付申請等の書類については、事業完了後10年間保
管しなければならない。
　　　附　則
　この要綱は、昭和51年４月１日から適用する。ただし、病休代替職員費の規定は、昭和51年10月１日から適用する。
　　　附　則

　改正後の要綱は、昭和53年４月１日以降申請に係る補助金から適用する。
　　　附　則

　この要綱は、昭和54年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和55年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和56年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和57年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和58年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和59年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和60年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和61年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和62年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、昭和63年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成元年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成３年４月１日から適用する。　　

　　　附　則

　この要綱は、平成４年４月１日から適用する。　　

　　　附　則

　この要綱は、平成５年４月１日から適用する。　　

　　　附　則

　この要綱は、平成６年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成７年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成８年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成９年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成10年４月１日から適用する。
　　　附　則

　この要綱は、平成11年４月１日から適用する。
　　　附　則

　この要綱は、平成12年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成15年４月１日から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成16年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成18年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成21年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成22年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成23年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成24年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成27年４月１日から適用する。
附　則

　この要綱は、平成28年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成29年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成30年４月１日から適用する。

附　則

　この要綱は、平成31年４月１日から適用する。
附　則

　この要綱は、令和２年４月１日から適用する。
附　則

　この要綱は、令和３年４月１日から適用する。
附　則

　この要綱は、令和５年４月１日から適用する

附　則

　この要綱は、令和６年４月１日から適用する。
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